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1 。 はじめに 

現在。 世界市場での 競争において、 技術の複雑化、 

技術と技術を 取り巻く環境の 変化の速さ。 コスト競 

争の激化が進展している。 

に対応するために。 効果的な技術マ 

ネジメントの 重要性が大きくなっている。 そして、 

近年、 技術マネジメントの 効果的なプロセスやシス 

テムとして技術ロードマップの 作成手法の開発。 導 

入が欧米で急速に 進展し、 世界各国に波及している。 

技術ロードマップはモトローラ 社によって開発 推 

、 企業によって 用いられるようになった。 

その後業界団体、 政府組織等によって 策定され始め。 

図 Z に示すよ う に 年代後半から 業界団体。 政府 

組織等による 作成が活発化している。 国内において 

5 年に経済産業省に 

戦略マップ」が 策定され、 

分野の追加が 行われ 24 分 

本研究では政府または 

策定する「公的ロードマップ」を 対象とする。 「公的 

ロードマップ」は 作成目的や記載形態、 また効果 や 

クリティカルファクタ 一について研究がされている 

。 しかし。 企業ロードマップに 比べまだ作成さ 

れ始めたばかりであ り、 研究も多くなされていない 

のが現状であ る。 本研究でほ、 企業ロードマップに 

はない「公的ロードマップ」固有の 間 

分析する。 特に技術ロードマップの 準備作業を含め 

て、 「 ロ一 ドマッ ピンバⅠを実際に 実施する参加者と 

その構成に着目する。 参加者に関して 企業では間 

にならないが。 「公的ロードマップ」場合、 参加する 

個人や属する 組織の利害関係が 錯綜することから、 

一企業からなるロードマップ 作成チームとは 異なる 

が 発生する。 この 間 の 実態の把握を 明らかに 

技術ロードマップは 一般的に図 2 のように表さ 

る。 マーケット。 プロダクト。 テクノロジⅠ 

プロジェクトと 多層構造になっており、 それぞれ進 

化の展望とそれぞれのリンクが 時間軸に沿って 表さ 

れる。 技術ロードマップは 様々な定義がされている 

が、 欧米の企業や 業界団体、 政府による技術ロード 

マップ作成から - 般的に次のように 定義されている。 

「技術ロードマップとはステークホルダ 一の グル 

一プの 共通の展望であ る。 ステークホルダ 一の望む 

目的を達成するために。 どこに行きたいかを 手に入 

れる方法であ る。 ロードマップの 目的は、 目標を達 

成するために 正しい時間、 場所に正しい 能力があ る 

と を グループで確実にすること。 」 
このように、 技術ロードマップは 研究開発を効率 

的に行うための。 目標設定や意識共有。 役割分担 " 

図 1 。 作成主体ごと 技術ロードマップの 時系列分類 投資の意思決定を 実現するためのツールであ る " 

一 565 一 



技術ロードマップ 作成のメソッ ト としてほ " 

の 人材が集まり。 情報と展望を 共有化する 
機会を与える。 
②コミュニケーションを 促したり、 戦略的計画につ 

いて考える共有のフレームワークを 与える。 
といったように 技術 ロ ド マップを作成するプ ロ 

セス から得られることが く 。 またこのことから 実 

際に出来上がった 技術ロードマップよりも 
成するプロセスが 重要であ ると言われてい 
そして技術 ロ一 プロセスは図 3 で 表 

される。 この図は 
術 ロードマップの 作成から確 

実際に欧米の 企業や業界団体。 

ど 使用されている 

  公的ロードマップ 

技術ロードマップは、 効果的な研究 

して、 モトローラ社によって 開発推進 
によって作成され 始め、 図 1 に示すよ 
から。 産業レベルまた 国家レベルを 対象 

ド マップの作成も 活発化してきた。 
「技術戦略マップ」策定の 背景として。 次のこと 
言われている。 「キャッチアップが 目的となった 時代 
が 終わり、 分野全体を傭撤し、 かつ、 今後取り組む 

- る ロードマップの 必要性を痛 

レベル」において ユ 

ロードマツ プ 作成 力ま 

ロ - ドマップは様々な 分類はされている 
敵 には「公的ロードマップ」 

の 定義はなされていない。 本研究での公的ロードマ 

ップ を「公的機関またほ 業界団体が主 
成するもの。 もしくほ産業。 国家レベ 
広く一般に公開されるもの」と 定義する。 
この定義でほ " 一企業が国家 レ 

作成し広く公開した 場合や、 公的 
分野に関して 作成した場合も「公的ロードマップ」 

となる。 しかし、 実際には経済産業省が「技術戦略 

マッ 力を業界団体であ る ( 財 ) 光 産業技術 振 
会が 「 光 テクノロジーロー ド マップ」を策定と 
たよ う に。 政府は国家レベルを。 業界団体は一つの 
産業について 作成する場合が 多い。 そして「公的ロ 

ードマ ッ 力の特徴として、 
  産業の長期の 戦略構築や今後行 う べき の優 
先 順位付け 

。 同じ産業の企業間、 また異なる産業の 企業間や産 

学など 異 分野のコラボレーションを 促進 

  様 肴な規制や環境問 に関する公的な 目的との 
リンクが示されても、 る 

などが挙げられる。 

が 主体となって 作成される「公的 
ロードマップ ノ が活発化している。 しかし。 「公的 口 
ードマップ」の 作成には、 企業ロードマップとは 異 

考えられる，「公的ロードマップ」作成の 
点を調査し。 特に技術ロードマップの 準 

備作業を含めて、 「ロードマ ッ ピンバ」を実際に 実施 
する参加者とその 構成に着目する。 参加者に関して 

にならないが、 「公的ロードマップ」 場 

個人や属する 組織の利害関係が 錯綜す 
ることから。 一企業からなるロードマップ 作成チー 
ムとは異なる 問題が発生する。 この間 

握を明らかにすることを 目的とする。 
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 図 2. 一般的な技術ロードマップの 形態 

図 3 。 技術ロードマップ 作成プロセス 
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5 方法 
ロードマップ」の 問 を 抽出するため「 公 

的ロードマップ」を 策定している 主体に関してイン 
タビュ一調査を 行った。 本研究では特に 政 
主体となった「公的ロードマップ」を 対象と 

比較検討を行 う ため、 業界団体が主 
ド マップ作成に 関してもインタビュ 
「技術戦略マップ」全般に 関して経済産業省 「 

戦略マップ」の 情報通信分野に 関して ( 独 ) 

構 。 また医療分野における 情報技術 口一 

情報セキュリティ 分野江おけら 技術 口一 

ド マップを作成した ( 独 ) 情報処理推進 機 
テクノロジ一に 関してビジネス 戦略 ロ一         

作成しているナノテクノロジービジネス 推 

光 テクノロジーロードマップを 作成している ( 財 ) 
光 産業技術振興協会にインタビューを 行った。 

  公的ロードマップの 譲 

文献による調査。 分析 か 得られた企業ロードマ 
ップ と「公的ロードマップ」の 違いを衰えに 示す。 

この文献調査とインタビュ 調査によ り 

として次のことが 挙げら 
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問題 A については 表 1 からも分かるよ う に、 企業 

ロードマップの 場合とほ異なり " 産業や国レベルで 

は 利害が一致するが。 組織としては 産学官と異なる 
ステークホルダーが 集まってロードマ ッ ピンバを行 

う。 そのためどの 様なメンバーシップにすればよい 

か、 またあ る分野の有力企業が 参加を拒否するなど 
の問題があ る。 

ほ ついてほ競争領域の 分野や 3 ～ 5 

において企業秘密があ り。 マーケッ 

ニーズの情報が 出されないなどの 間 

て 。 議論が技術の 延長線上でしかされず。 できたロ 

ードマップも 技術の延長線描くにとどまった 場合が 

について「公的ロードマップ」は 広く一般 
に 公開される。 ロードマ ッ ピンバでの成果をどこま 
で公開し。 どこまでメンバー 間だけの成果とするか 
の バランスが 問 となる。 また。 戦略としてどの 様 
に公開していくかも 課題であ る。 

ァ 。 メンバーシップ 

「公的ロードマツ プ 」の作成において 図 3 におけ 
るプランニンバから、 ロードマ ッ ピンバまでのメン 

バーシップが 重要なインプットとなる。 これは 問 

A だけでなく。 問題 を 解決する上で 必要であ る。 
ここで「技術戦略マップ」に 関して着目する。 作 

②市場。 技術動向の把握と 重要技術の絞込み 

③ 異 分野。 異業種の連携。 関連施策の一体的実行、 産 

この内容より " 「技術戦略マップ」の 

るためのインプットとしてメンバーシ 
の 重要なファクターとなり、 「ロードマ 

しろロードマ ッ ピンバが重要」 と言わ 

に 作成するメンバ 一間の異分野のコミュニケーショ 
ンが重要になる。 
メンバ - シップの問題として、 「技術戦略マップ」 
の公開されている 情報とインタビュ 一調査から " 現 

在 、 画一的なメンバーシップになっている 問題が一 

唆 でき る 。 画一的であ るという意味に 次の二つ 具 

的な問題があ る。 

1 。 多層的なメンバーシップになっていない 

2 。 硬直化したメンバーシップになっている 

1 こ ついては次の : つ め パターンがめる。 

㎏ ) 。 川上か 引 l@ 百まで産業横断的なメンバ 一に 
なっていない 

(b) 。 マーケット、 研究 " 製造また特許など 異な 
る役割の人材のメンバーシップになっていない 

情報通信分野の 半導体技術戦略検討 
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イドの割合が 0% であ った。 また。 「研究 : 製造 : 市 
場 : その他」の割合は「 7:2         工 」であ った。 このこ 

2 ほ ついては技術戦略マップの 場合、 現在研究 

金を多くもらっているなかの 関係が大きく 作用して 
いることが示唆された。 このことは間 

限らないが。 相応しい人材、 新しい 年 
築を考えた場合、 障害に 
そして、 これらの問題が 
として、 異分野間のコミュニ 

。 マーケットから 技術まで多層的な、 出口を忌 

隷 した議論が行われることが 期待できる。 作成され 
たロードマップもマーケットから 技術まで階層的に 

成り、 競合分析。 リスク分析、 様々な選択肢が 描か 
れることが期待できる。 

まュニケー 
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ガ 

図み 。 ロードマ ッ ピンバ と メンバーシップ 
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